
産　　　業　　　構　　　造

１．決算収支の状況 （千円）

２．健全化判断比率 （％） ３．有形固定資産減価償却率(％)

４．決算分析指数等（平成30年度） （千円･%） ７．市町村税の状況（平成30年度）（千円･%）

30.6

8.3

53.6

0.0

2.0

0.1

3.5

-

５．人件費の状況（平成31年4月1日現在） -

98.2

-

0.3

##

## 1.5

0 -

％

99.5

24.3

96.9

６．公営事業の状況（平成30年度）

人

9

- -

市 場 - - -
10

介護施設
（非適）

-

474,080

職 員 数
人

駐車場 - - -
被 保 険 者 １ 人
当 り 費 用

円

被保険者１人当り
保 険 税 等 調 定 額

円

119,270
観光その他 - - -

- -

被保険者数
人

職 員 数
人

7,399 -
集落排水 63,979 183,142 1

１ 世 帯 当 り
保 険 税 等 調 定 額

円

192,891

加入世帯数
世帯

収 支
千円

被保険者数
人

4,575

宅地造成 -

職 　員 　数
人 公　　共

下 水 道
80,826

- 6,273

-
32,331収 　　 　支

千円
簡易水道 - -

1,261,304 6
16

収 支
千円 うち 千円

職 　員 　数
人

16,495 施 設 整 備 費

うち

- 2

-
保 険 給 付 費 2,281,221 医 業 費 - 広域連合納付金 449,924 保険給付費 3,717,742

千円 うち 千円 介護施設
（法適）

- -
うち 千円 うち 千円

-
4,088,083歳 出

千円

歳 出
千円

歳 出
千円

3,507,721 - 歳　　　　出
千円

ガ ス - -
479,693

-
繰 入 金 240,461 繰 入 金 - 繰 入 金 118,143 繰　 入 　金 608,816

千円うち普通会計からの うち普通会計からの 千円

病 院 - -
うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円

39,907

千円

歳 　　　入
千円

上水道
千円 千円

収支額

3,524,216 - 488,043 4,120,414 101,668

普通会計か
らの繰入金

歳 入
千円

歳 入
千円

歳 入

国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計
後期高齢者医療事業会計

97.4

職員数
（事業勘定） （直診勘定） （保険事業勘定）

介護保険事業会計
事業名

合

計

現年分-

副議長 21.11.1 330
合　計 380 115,340

議　員 21.11.1 300

99.5 99.4

滞繰分

計

22.5 滞繰分 25.8

固
定
資
産
税 計 96.4

6,169,590 60,237合　　　　計 6,380,026 100.0 0.0

現年分
％

4,005

- 徴

収

率

市
町
村
民
税

現年分
％

304 40.4
滞繰分

計

- -

250 45.9教育長 18.4.1 640 技能労務職員 16

副市町長 18.4.1

議　長 21.11.1 400 臨時職員

- -

消防職員 - - - - 旧法による税 - - - -

670 教育公務員 10 3,548 355 43.0
都　市
計画税 95,494 ▲0.1

785 354 107,787 304 40.1
事業所

税目的税

入湯税 ▲2.5 - -

- - - -

17,617

-市町長 18.4.1
千円

一般職員
人 千円 千円 歳

特  別  職  等 一　　般　　職　　員　　等 法定普通税計 6,266,915 0.0 6,169,590 60,237

区　分
改定実施
年月日

報酬
月額

区　分 職員数
31年4月分
給料総額

１人当り
平　　均
給料月額

平均
年令

法定外普通税 - - - -

土地開発基金現在高 500,000 た ば こ 税 223,873

- - - -

取得分 - - - -

地 方 債 現 在 高 23,739,454 債務負担行為額 6,620,137 特　別
土　地
保有税

保有分

金現 減 債 基 金 3,896,663 積立金現在高比率 114.0

在高 その他特定目的基金 7,810,685 地方債現在高比率 187.1

3,356,849

130,373軽自動車税 129,375 3.1

-

-

▲0.5 224,305 -

-

1,950 3.7 1,951

-4,673 ▲5.9 4,969鉱 産 税

積立 財政調整基金 2,766,918 交付金

587,600 60,237

財政力指数
28.29.30
3カ年平均 0.562

基 準 財 政 需 要 額 10,002,234 法人分

固定資
産  税

純固定
資産税

3,421,642 0.7

基 準 財 政 収 入 額 5,496,287 減収補塡債特例分・臨財債を経

常 一 般 財 源 か ら 除 い た 率 96.7 1,952,692 2.9 1,863,543 -市町村
民  税

個人分

532,710 ▲13.2

うち臨時財政対策債
発行可能額 714,527 経 常 収 支 比 率 91.4

構成
比

6.1 - H31.3.31

税　　目 収入済額

平成30年度 - - 4.5 9.1 4.8

標 準 財 政 規 模 12,691,251 実 質 収 支 比 率 6.6
増減率

-

平成29年度 - -

将来負担比率

基準
税額

×
100
75

5.0 - H30.3.31 58.0

標 準 税 率
超 過 収 入
済 額

一般会計等
財務書類

平成27年度 20,676,738 19,719,685 957,053 96,431 860,622

時点年　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費比率

28．29．30単年度 ３カ年平均

694,537

255,307 3,520 1,070,728 - 1,329,555

691,431 ▲169,191 4,970 443,295

単年度収支 積 立 金 繰上償還金
積　立　金
取  崩  額

実質単年度
収　　　支

- 279,074

7,102 351,109 -3,106 361,317

834,574 140,037 10,872 349,089 - 499,998平成30年度 20,565,245 19,685,276 879,969 45,395

57.1%

6,681人 11,289人

30.1.1 39,543人 3.4% 34.9% 59.0%

27年
国調

649人

就業
人口

22年
国調

734人 6,591人 10,956人

増加率 ▲3.3％ 特　定　地　域　等　の　状　況 3.8%

市町名 米原市 市町コード 252140 市町類型 Ⅰ-２

18,533,679 814,970 123,539

平成29年度 21,552,392 20,728,940 823,452 128,915

平成28年度 19,348,649

40,060人 -

住民
登録

31.1.1 39,295人 近畿圏都市開発区域、中部圏都市開発区域、辺地を有
する市町村、振興山村を有する市町村、特定農山村地
域を有する市町村、豪雪地帯、発電用施設周辺地域

実質収支

27年

##

##

0

人　　　  口 人口集中地区人口 面　 積
(H30.10.1現在)

人口密度

国勢
調査

22年

34.4%

区　　分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

38,719人 - 250.39k㎡ 155人

年  度 歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰越
す べ き 財 源



８.財政構造の状況

増減率 増減率
(B)-(A)

(A) (B) (A)

6,380,839 29.6 0.3 6,380,026 31.0 0.0 6,380,026

136,535 0.6 0.3 137,604 0.7 0.8 137,604

9,458 0.0 36.1 9,788 0.0 3.5 9,788

22,950 0.1 34.5 19,280 0.1 ▲16.0 19,280

27,805 0.1 153.6 17,842 0.1 ▲35.8 17,842

610,389 2.8 3.8 676,015 3.3 10.8 676,015

- - - - - - -

- - - - - - -

50,577 0.2 33.5 55,649 0.3 10.0 55,649

27,485 0.1 9.3 30,490 0.1 10.9 30,490

5,565,518 25.8 ▲2.2 5,704,515 27.7 2.5 5,704,515

4,242 0.0 ▲4.6 4,119 0.0 ▲2.9 4,119

12,835,798 59.6 ▲0.3 13,035,328 63.4 1.6 13,035,328

149,634 0.7 12.6 148,664 0.7 ▲0.6 8,586

156,837 0.7 3.2 170,200 0.8 8.5 10,814

1,865,349 8.7 4.9 1,928,948 9.4 3.4 68,527

- - - - - - -

1,439,139 6.7 26.0 1,300,127 6.3 ▲9.7 4,681

153,654 0.7 58.5 103,067 0.5 ▲32.9 69,185

73,380 0.3 10.3 87,340 0.4 19.0 1,000

695,181 3.2 323.4 123,197 0.6 ▲82.3 1,500

814,970 3.8 ▲14.8 823,452 4.0 1.0 724,754

422,221 2.0 0.3 464,295 2.3 10.0 55,086

2,946,229 13.7 88.9 2,380,627 11.6 ▲19.2 714,527

- - - - - - -

679,629 3.2 2.5 714,527 3.5 5.1 714,527

(ｱ) 21,552,392 100.0 11.4 20,565,245 100.0 ▲4.6 14,693,988 (ｷ)

(ｲ) 3,051,496 14.7 0.8 3,036,109 15.4 ▲0.5 2,871,599 19.5

3,109,378 15.0 3.0 3,107,100 15.8 ▲0.1 1,099,680 7.5

2,097,866 10.1 ▲1.4 2,241,104 11.4 6.8 2,238,386 15.2

2,097,860 10.1 ▲1.4 2,241,090 11.4 6.8 2,238,372 15.2

6 0.0 ▲95.8 14 0.0 133.3 14 0.0

8,258,740 39.8 1.0 8,384,313 42.6 1.5 6,209,665 42.3 (ｸ)

3,027,422 14.6 ▲0.8 2,851,889 14.5 ▲5.8 2,143,774 14.6

241,035 1.2 ▲17.4 214,247 1.1 ▲11.1 187,565 1.3

2,039,770 9.8 4.7 3,969,179 20.2 94.6 3,245,218 22.1

1,143,029 5.5 12.4 1,554,029 7.9 36.0 1,082,411 7.4

5,308,227 25.6 0.3 7,035,315 35.7 32.5 5,576,557 38.0 (ｹ)

3,165,768 15.3 17.3 1,420,784 7.2 ▲55.1 1,221,835 8.3 (ｺ)

79,592 0.4 2.9 16,907 0.1 ▲78.8 - - (ｻ)

(ｼ)

17,005,338 82.0 2.4 17,315,093 88.0 1.8 13,332,526 90.7

3,622,214 17.5 88.5 2,292,710 11.6 ▲36.7 469,791 3.2

883,551 4.3 113.6 836,394 4.2 ▲5.3 49,842 0.3

2,686,194 13.0 87.2 1,425,812 7.2 ▲46.9 408,745 2.8

52,469 0.3 ▲28.3 30,504 0.2 ▲41.9 11,204 0.1

- - - - - - - -

- - - - - - - -

101,388 0.5 皆増 77,473 0.4 ▲23.6 11,702 0.1

- - - - - - - -

3,723,602 18.0 93.8 2,370,183 12.0 ▲36.3 481,493 3.3 (ｴ)

20,728,940 100.0 11.8 19,685,276 100.0 ▲5.0 13,814,019 94.0
21.6

20.5

50.4
歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ） 823,452 1.0 879,969 6.9

3,086,605 14.9 1.3

879,969

15.6 ▲0.8 2,897,437 19.7 国･県支出金

地   方   債
6.0 税        等

3,061,947

計 (ｵ) 計 25,838

歳出合計 ( ｳ )+( ｵ )( ｶ )
普 通 建 設 事 業 費 の
財 源 充 当 比 率 (%)

うち人件費 (ｲ) + (ｴ)

投

資

的

経

費

普 通 建 設 399,932

内
　
　
　
訳

補 助 経常収支比率 91.4%

単 独

受 託 事 業 うち単独 18,796

災 害 復 旧 災害復旧 -

失 業 対 策 失業対策 -

計 (ｳ) 経常余剰額 (ｷ)-(ｼ)

事 業 費 支 弁 に 係 る
職 員 の 人 件 費

国直轄・
県営事業負担金

普通建設 25,838

同級団体負担金 うち補助 7,042

324,469 2.2

- - - - 11,812,405

経常一般財源充当額
(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)

前年度繰上充用金 - - - -

う ち 一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の 965,412 7.9

（小　　　計） 4,852,436 39.7

繰 出 金 1,215,765 10.0

投資･出資･貸付金 - -

積 立 金 193,011 0.9 ▲47.5 457,774 2.3 137.2

人 件 費 2,839,001

補 助 費 等 2,861,655 23.4

公 債 費 1,888,997 15.5

内

訳

元 利 償 還 金 1,888,983 15.5

一 時 借 入 利 子 14 0.0

（小　　　計） 5,744,204 47.0

物 件 費 1,809,638 14.8

維 持 補 修 費 181,143 1.5

23.2

扶 助 費 1,016,206 8.3

県 支 出 金 -

財 産 収 入 21,594

寄 附 金 -

繰 入 金 -

繰 越 金 -

諸 収 入 14,792

地 方 債 -

うち減収補塡債特例分 -

うち臨時財政対策債 -

歳入合計 12,212,337

地 方 譲 与 税

国 有 提 供 交 付 金 -

地方消費税交付金 676,015

ゴルフ場利用税交付金 -

特別地方消費税交付金 -

自動車取得税交付金 55,649

地方特例交付金等 30,490

地 方 交 付 税 4,930,615

交通安全対策交付金 4,119

小　　　　　計 12,165,934

分 担 金 ･ 負 担 金 -

使 用 料 ･ 手 数 料 10,017

Ⅰ-２ 米原市

(千円･%)

区　　  分

平 成 ２９ 年 度 平　　成　　３　０　　年　　度

決 算 額
構成
比

決 算 額
構成
比

経常一
般財源
充当率対前

年度

137,604

利 子 割 交 付 金 9,788

配 当 割 交 付 金 19,280

株式等譲渡所得割交付金 17,842

一般財源
充当
率

う ち 経 常
一 般 財 源

市 町 村 税 6,284,532

国 庫 支 出 金 -


